
2025 年度

人

事業費合計 千円 千円 千円 千円

担当正職員 0.01 人 81 千円 0.15 人 1,215 千円 0.01 人 81 千円 0.01 人 81 千円

臨時職員等 0.01 人 19 千円 0.12 人 228 千円 0.01 人 19 千円 0.01 人 19 千円

人件費合計 人 100 千円 人 1,443 千円 人 100 千円 人 100 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

一般財源 千円 千円 千円 千円

財源合計 千円 千円 千円 千円

国県支出金

事業開始年度職員身分証明書発行事務

担当局・部名

入間市職員服務規程 担当課･担当名

■自治事務　　□法定受託事務 作成責任者

正職員および一部の会計年度任用職員
対象者数（全住民に対する割合）

930 (　　　%)

2025年度（予算） 2024年度（決算） 2023年度（決算） 2022年度（決算）

101 1,463 101

その他特財

コ

ス

ト

財

源

内

訳 101 101

身分証明書は、正職員が新たに採用されたときに発行しており、５年に１度全職員の更新を行っている。

発行にあたっては、新規採用時および更新時にデジカメで顔写真を撮影し、顔写真付きの身分証明書を紙で印

刷、その後1枚ずつラミネート加工した後、職員へ配付している。会計年度任用職員については原則発行対象外だ

が、課所長が必要と認める場合は交付対象としている。

事業シート
事業名 不明

事業内容

事

業

費

101

101 1,463

総事業費 101 1,463 101 101

1

身分証明書を1枚ずつラミネートする際に、パウチフィルムを使用している。1枚22円のため、5年に一度の更新時には約930

人分として20千円、更新年以外の年度には新規採用職員約44人分として1千円の事業費を要する。

人

件

費

1 20 1

事業費内訳
（2024年度分）

上位施策事業名 総務部

根拠法令等 人事課人事担当

国県支出金の内容

その他特財の内容

事業内容

（手段、手法など）

事務区分 宮澤昌樹

実施の背景

実施方法

■直接実施

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

目　的

（何のために）

入間市職員であることを証明するために発行している。

事

業

概

要

対　象

（誰・何を対象に）

関連事業

（同一目的事業等）

身分証明書は職員であることを証明するために発行されるもので、職務の執行に必要な場合に提示できるよう職

員は常に所持しなければならないこととしている。



2025 年度

事業開始年度職員身分証明書発行事務

事業シート
事業名 不明

単位

枚

／

単位

毎

☑廃止・凍結
国・県・広域・民間

への移管

1,463,000円

【活動指標名】（実績値/目標値）

身分証明書発行枚数

930枚

930/930

/

/

課

題

2024年度

2025年度

次回2029年度に身分証明書の更新作業を行う。

今後の予定

自己評価

評価の内容

一斉更新の年度は撮影、印刷およびラミネートを約930人分行わなければならないため、時間と手間がかかって

いる。身分証明書は常時所持しなければならないものであり、今後も継続して実施していくが、より効率的な発

行方法について検討していく。

2023年度 2022年度

比較参考値

（他自治体での類似

事業の例など）

PC等利用時のセキュリティカードや出退勤管理のためのICカード等と、身分証明書を一体化している自治体もあ

る。

総務省ではマイナンバーカードの活用の事例として、職員証としての活用を紹介している。

事

業

実

績

活動実績

単位当たりコスト

/ /

65/65 64/64

/ /

2024年度

特記事項

事

業

成

果

成果目標

（指標設定理由等）

身分証明書の発行を要する職員に発行を行う。

成果

（目標達成状況）

65/65 64/64

2022年度

/ /

/ /

要改善

身分証明書発行枚数 930/930

/

/

2024年度 2023年度【成果指標名】（実績値/目標値）

現行通り・拡充

他自治体のみならず、国や都道府県、民間との比較も必要に応じて記載。


